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令和８年８月２１日制定 

 

 

議会への報告を要する事案に関する取扱要領 

 

１ 目的 

 この要領は、市政運営上、議会への報告を要する事案について、庁内における判断基準並び

に報告の時期及び方法を明確にし、事案の内容及び緊急性に応じて議会に適時かつ適切に報告

することにより、議会との情報共有を図るとともに、議会への説明責任を果たすことを目的と

する。 

 

２ 基本的な考え方 

 議会への報告は、市政運営に関する政策、計画、制度、事業その他の事案について、議会と

の情報共有を図るとともに、議会への説明責任を果たすために行うものとする。 

 報告に当たっては、事案の内容、重要性、影響範囲、これまでの議会への説明経過、対外的

な公表の予定その他の事情を踏まえ、適切な時期及び方法を選択するものとする。 

 議会への報告を要する事案について、早期に情報を共有する必要がある場合は、内容が確定

していない段階であっても、その時点で判明している内容を第一報として速やかに報告し、そ

の後の状況の進展に応じて必要な続報を行うものとする。 

 

３ 議会への報告を要する事案 

 議会への報告を要する事案は、通常の報告を要する事案と、通常の報告の機会を待たずに早

期の報告を要する事案に区分する。 

（１）通常の報告を要する事案 

 各部局及び各機関は、次のいずれかに該当する事案について、事案の内容、重要性、影響

範囲、これまでの議会への説明経過、対外的な公表の予定その他の事情を踏まえ、議会への

報告の要否を判断し、報告が必要と認める場合は、適切な時期及び方法により報告するもの

とする。 

ア 市の政策、計画、方針等の策定、改定又は廃止に関するもの 

イ 条例、規則、要綱、基準、マニュアルその他の制度若しくは事務取扱の制定、改正若

しくは廃止又は組織若しくは執行体制の見直しに関するもの 

ウ 主要事業、新規事業又は重点事業の実施、変更又は廃止に関するもの 

エ 事業又は施策の概要、実施予定、実施状況、進捗状況、対応状況、実施結果、調査結

果、評価結果等に関するもの 

オ 市民生活、地域経済、福祉、教育、子育て、環境、防災等に直接影響を及ぼす制度、

事業、サービス又は公共施設の運営に関するもの 

カ イベント、式典、記念事業、講座、体験会その他の催事の開催又はこれらに係る募集

に関するもの 

キ 国、県、他自治体、民間事業者、関係団体等との連携、協定、要望、共同事業その他

の取組に関するもの 

ク アからキまでに掲げるもののほか、報道発表、市ホームページへの掲載その他対外的

な公表を予定しているもののうち、議会に対して事前又は同時に情報提供することが適

当と認められるもの 
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（２）早期の報告を要する事案 

 早期の報告を要する事案は、次のいずれかに該当する事案のうち、事案の内容、影響範

囲、緊急性その他の事情に照らし、通常の報告の機会を待たずに議会へ報告する必要がある

と認められるものとする。 

ア 議会に提出した議案、予算案、資料等又は議会における説明の内容に誤りが判明した

もの 

イ アに掲げるものの前提となる事実、金額、法令等の解釈、関係者の意向等に変更が生

じたもの又は変更が生じる可能性があるもの 

ウ 法令、条例、規則、要綱又は国若しくは県の制度の解釈に誤りが判明し、事務処理、

市民サービスその他市政運営に影響を及ぼすもの 

エ 市民サービスの停止、縮小、延期若しくは内容変更が生じ、市民生活に大きな影響を

及ぼすもの又は緊急に周知する必要があるもの 

オ 不適正な事務処理、事故、不祥事、災害、施設等の損壊、個人情報の漏えい、市民の

生命若しくは身体への被害、損害、紛争、訴訟等が発生し、その内容又は影響に照らし

て議会への説明が必要と認められるもの 

カ 報道機関から取材を受けている場合又は報道される可能性が高い場合であって、報道

に先立ち議会との情報共有が必要と認められるもの 

キ アからカまでに掲げるもののほか、事案の内容、影響範囲、これまでの議会への説明

経過その他の事情に照らし、通常の報告の機会を待たずに議会へ報告する必要があると

認められるもの 

 

４ 報告の時期 

 議会への報告は、事案の内容、重要性、影響範囲、緊急性、これまでの議会への説明経過、

対外的な公表の予定その他の事情を踏まえ、次の区分により行うものとする。 

（１）通常報告 

 通常の報告を要する事案については、事案の内容、報告の目的、対外的な公表の予定等を

踏まえ、適切な時期に報告するものとする。 

 所管する常任委員会、常任委員協議会又は特別委員会（以下「常任委員会等」という。）

において報告する事案について、事案を把握した時期その他の事情により、次回の常任委員

会等の開催を待たずに報告する必要がある認められる場合は、他の適切な機会に報告するも

のとする。 

（２）第一報 

 早期の報告を要する事案については、事案の全容が確定していない場合であっても、その

時点で判明している内容を第一報として報告するものとする。 

 第一報においては、次に掲げる事項について、可能な範囲で整理するものとする。 

 ア 事案の概要 

 イ 事案を把握した時期及び経緯 

 ウ 現時点で確認されている事実 

 エ 議案、予算、事業、市民生活等への影響又はその可能性 

 オ 今後確認すべき事項及び対応予定 

（３）続報 

 第一報を行った事案について、事実関係、関係者の意向、影響の範囲又は額、対応方針そ

の他報告した内容に進展又は変更があった場合は、必要に応じて続報を行うものとする。 
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（４）最終報告 

 第一報又は続報を行った事案について、事案の原因、影響、対応結果、再発防止策等が整

理され、改めて議会と情報を共有する必要があると認められる場合は、最終報告を行うもの

とする。 

 

５ 報告の方法 

 議会への報告は、事案の内容、重要性、緊急性、影響範囲、これまでの議会への説明経過等

を踏まえ、次に掲げる方法のうち、一又は複数の方法により行うものとする。 

ア 議長及び副議長への報告 

イ 各派代表者会議への報告 

ウ 議会運営委員会への報告 

エ 所管する常任委員会等への報告 

オ 全議員へのタブレット配信 

カ その他必要と認められる方法 

 通常の報告を要する事案については、所管部局及び機関が事案の内容及び報告の目的等に応

じて、適切な報告方法を選択するものとする。 

 通常、所管する常任委員会等において報告する事案について、次回の開催まで報告を待つこ

とが適当でないと認められる場合は、議長及び副議長への報告、所管する常任委員会等の委員

への説明、全議員へのタブレット配信その他適切な方法により報告するものとする。 

 

６ 早期の報告を要する事案の庁内手順 

 所管部局及び機関は、３（２）に該当する可能性のある事案を把握した場合は、速やかに市

長へ報告した後、総務部総務課と協議の上、議会への報告の要否、時期、方法及び内容を整理

するものとする。 

 

 

 


